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１．研究の背景と目的 
経済と環境とはトレードオフの関係であると言われてきた。

しかし、近年世界の国々ではグリーン成長(Green Growth)と呼

ばれる、環境に配慮しつつ経済成長をすることが目指されて

いる。アメリカではグリーンニューディールと名前を変えて

はいるが、オバマ現大統領が推奨している。世界的な機関で

ある経済協力開発機構(OECD)でも「グリーン成長は、持続可

能な成長を下支えし、新たな経済的機会をもたらす投資とイ

ノベーションの触媒役を果たさなければならない。」とグリー

ン成長の重要性を訴えている。 

地球環境問題の中でも温室効果ガス(以下、GHG)の排出量

が大きな問題となっている。GHG排出量が増えることによっ

て地球平均温度が上昇していくことが知られている。その排

出量の中でも二酸化炭素(CO2)排出量は大きな割合を占めて

いる。世界全体で排出されている化石燃料起源の CO2排出量

は 2009 年の時点で約 290 億トン(CO2換算)であり、気候変動

により、大きな被害が出ることが予想されている。CO2 排出

量を削減することは先進国だけではなく発展途上国において

も今後必要になってくる。 

2011 年の 7月以降、タイでは大きな洪水に見舞われた。こ

れにより火力発電所を始めとしたタイのインフラは大きなダ

メージを受けている。電力を作ることは経済発展をする上で

不可欠なものである。安価、安定という理由でその大きなシ

ェアを持つ火力発電を、GHGを大気中に排出しない形で作る

ことで、環境に配慮しつつ、更に加速度的に持続可能な開発

をすることが喫緊の課題となっている。 

以上の背景をもとに、本研究では、日本がタイに火力発電

に関係する新技術、具体的には二酸化炭素回収・貯蔵(Carbon 

dioxide Capture and Storage、以下 CCS)技術を備えた火力発電

設備を積極的に輸出した場合のタイの経済、環境への影響の

分析をすることを目的とした。また、それにより、日本が排

出枠を獲得し、経済成長が促進されるかどうかを定量的に示

すことを目的とした。 

２．アジアのインフラ整備事情 

 アジアに限らず途上国のインフラを整備することは、将来

の経済発展、生活水準の向上に不可欠であるとされている。

アジア域内のインフラ整備のために必要な資金額は 2010 年

から 2020年までの 11年間で約 8兆ドル(672兆円)、またこの

インフラ投資が行われると 2010 年以降のアジア圏の実質

GDP を約 13 兆ドル(約 1093 兆円)引き上げる効果があると試

算されている。 

 インフラを整備するためには大量の資金を調達する必要が

あるが、資金が不足しているのが現状である。資金を集める

際の有力な方法の一つが、外国からの投資で獲得する方法で

ある。インフラを必要とする途上国の国々は、インフラ整備

を早急に進めたいため、先進国からの投資や、企業からの資

金の調達を積極的に誘致してくると予想される。一方、イン

フラを提供する先進国も投資や製品の売買による利益が見込

めるため、資金提供をする国が増えていくと考えられる。本

研究では、特に CO２削減効果が大きく表れるため、インフラ

の中でも火力発電に注目した。 

３．モデルの構造及びデータ 

 本研究では、先進国から途上国へのインフラ輸出、投資の

経済影響を評価するために、AIM/CGE[Global]モデルを改良し

て用いた。このモデルは世界貿易分析計画（GTAP）をベース

に開発された、静学的多地域多部門応用一般均衡モデルであ

り、温室効果ガスの排出・削減による経済影響を分析するた

めに改良されている。GTAP データベース(Ver.6)は世界を 87

地域、産業を 57 部門に分けてあり、部門による投入産出額、

貿易額などが 2001年の金額ベースで整備されている。このた

め、AIM/CGE[Global]モデルもベンチマークが 2001 年となっ

ている。(図 1、図 2)  

４． シナリオ分析 

４．１ 分析ケースの想定 

 本研究では、インフラ投資が経済に与える影響について、

シミュレーションを行い、結果を比較することによりシナリ

オ間の相違について考察を与える。タイへのインフラ投資を

表現するために次の 5つの変更を加えた。 

i)すべての地域において既存資本を 10％減らし、減らした分

を新規資本に追加する。 

ii)AnnexⅠ1の地域に CO２排出制約をかけて、ほかの地域の排

出量を 10%増加まで許容する。 

iii)タイが CCS 付石炭火力、CCS 付ガス火力を利用可能にす

る。 

iv)タイの CCS付火力の CO２吸収分を日本の排出枠にする。 

v)タイに新規投資をした分だけ日本の新規資本を減らす。 

 変更 i)は新規資本に既存資本の 10%を追加することで新し

く資本を回せるようにしている。変更 ii)では AnnexⅠに排出

制約をかけて CO２に価格をつけている。その他の地域には排

出価格が付かないように 10%の増加まで認める設定をした。

                                                   
1京都議定書で温室効果ガスの排出量に関して数値目標が設

定されている国々の集合名詞 

図 1 モデルの全体構造 

 

図 2 モデルの生産構造 

 



新技術の生産量について、変更 iv)v)でタイとその他の国を分

け、タイのCCS吸収分を日本の排出枠になるように表現した。

また、変更 v)では日本と他の地域を分け、外生的に決めたタ

イへの投資額の分だけ、日本の資本を下げるという表現を加

えている。この中でのポイントは、日本からタイにインフラ

を輸出する際、日本が全額負担し、そこで回収された CO2を

日本の削減分としていることである。またここで CCSを導入

する火力発電はタイ国内で比較的シェアの大きい石炭、ガス

による火力発電とする。  

４．２ シナリオ設定 

 CO2排出規制の程度と CCSの導入量について感度分析を行

った。 

 次の分析では①10%CO２排出制約下における CCS導入効果

の比較、②20% CO２排出制約下における CCS導入効果の比較、

の 2つのケースで分析を行った。 

４．３ シミュレーション結果 

４．３．１ 10%CO2排出制約下における CCS導入効果の比較 

 日本の GDP 変化

量については以下

の図 3 のようにな

った。比べるのは従

来のタイの火力発

電所の 10%、20%を

CCS 付火力発電所

に置き換えるケー

スである。いずれの

場合も何も投資し

なかった場合に比

べて減少する。日本

の GDP が導入割合

に応じて減少する

のは、CCS 付火力

発電所のために投

資したからであり、

その分排出枠をも

らっているが、それ

によって増えた

GDP 量よりも、投

資額の方が大きか

ったためである。10%CO2 排出制約下の時では、投資を行う

ことで日本の GDP が落ちることが示された。次に日本の CO

２排出変化量を以下の図 4に示す。本研究ではタイで吸収され

たCO２排出量を日本の吸収分としてカウントしているためこ

の中にはその分も含まれる。また GDP が落ちたことで、CO２

排出量が下がっている。 

４．３．２ 20%CO2排出制約下における CCS導入効果の比較 

日本の GDP変化

量を見る。グラ

フは図 5である。

20％CO2 排出制

約下でも日本の

GDP に関しては

同じ挙動を示し

た。ただし、20％

の排出制約をか

けられたことに

よ り 、さ ら に

GDP が落ちていることがわかる。また 10%、20%の差額を取

ると約 2900億円であり、この値は 10%の時のそれとあまり変

わらなかった。これらより、20%CO2 排出制約下の時でも、

投資を行うことで日本の GDP が落ちることが示された。次に

日本の CO２排出変化量についてである。20％CO2排出制約下

における日本の CO２

排出変化量について

は図 6 に示した。こ

こでも 10%CO２排出

制約の時と同様に

10%CCS 付火力発電

に置き換えたときよ

りも20%CCS付火力

発電に置き換えた場

合の方が、CO2 は落

ちていると言える。 

 CO2 排出量は排出

制約に依存している。二国の合計 CO2変化量は負の値をとっ

ているため、全体としては環境に配慮した行動であると言え

る。 

５．結論・考察 

・CCS付火力発電を日本からタイに投資し、導入することで、

日本の CO2排出量は導入しなかったときに比べ減少した。 

・CCS 付火力はその電力単価が高いため、現状ではタイに導

入しても GDP は下がってしまう。 

・二国間合計の CO2排出量は負になっているため環境に配慮

した行動になっているが、GDP の面からは支持されない結果

となった。 

・今回の設定では、日本もタイも得をする政策を作れなかっ

た。 

・静学的モデルであり、本来時間によって変化する要素を考

慮に入れていないため、すぐに投資した額以上の額が返って

くるような結果にはならなかった。 

・今回のモデルは静学モデルであるため、同時点でショック

を与えた場合、どのように変化するかということを調べた。

したがって、本研究では人口成長率、経済成長率(労働生産性)

などは考慮されていないため、それらを考慮に入れることで、

より現実に沿った結果が期待される。モデルの動学化につい

ては石橋(2007)が行っている。 

・投資した後の CCS付火力発電の導入割合を 10%,20%と便宜

的に決めたがこれらは最適な導入割合ではない。モデルの中

から均衡点(金額、または導入割合)を出すことによって、更

に現実味のある政策提言が出来ると考える。 

・実際には、今後排出権取引が盛んに行われると思われるが、

本研究では排出権取引は考慮されていない。これらをモデル

に組み込むことによって、また違った結果が出るという可能

性もある。 

・2011/3/11に日本では東日本大震災と呼ばれる大きな地震が

あった。この影響によって、原子力発電の安全性が議論され

ている。日本の将来像を考えると、原子力発電所がなくなる

ことも想定の範囲内とも言える。しかし、本研究では原子力

発電については 2001年度のデータのままであり、日本または

世界から原子力発電所がなくなることをモデルの中では表現

していない。原子力発電を日本から除した状態を本研究のモ

デルに組み込むことで日本、タイ、または世界の GDP、CO２

排出量違った挙動を見せる可能性がある。 
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